
品川区児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業補助金交付要綱 

 

制定 令和６年１０月８日区長決定 

要綱第３４５号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、社会福祉法人等（社会福祉法人、特定非営利活動法人、里親、

小規模住居型児童養育事業（以下「ファミリーホーム」という。）を行う者および

児童自立生活援助事業を行う者をいう。以下同じ。）が行う児童養護施設における

ケア単位の小規模化、児童養護施設入所児童等の養育環境改善を図るための改修、

ファミリーホーム等を新設する場合の建物の改修等に係る経費の一部を補助する

ことにより、児童養護施設等の環境改善および生活向上に資することを目的とす

る。 

（補助金の交付の対象となる事業） 

第２条 この要綱による補助金（以下「補助金」という。）の交付の対象となる事業

（以下「補助事業」という。）は、別表事業名の欄に掲げる事業とする。 

２ 補助金の交付は、別表の事業ごとに補助事業を行う施設等１カ所につき１回限

りとする。ただし、次の各号に該当する場合は、この限りでない。 

 ⑴ 児童養護施設において、小規模かつ地域分散化を図るために必要な改修整備、

設備整備および備品の購入を行う事業を実施する場合 

 ⑵ 乳児院において、ケアニーズが非常に高い子どもの養育のため、集合する生

活単位を整備するために必要な改修整備、設備整備および備品の購入を行う事

業を実施する場合 
 ⑶ 災害等やむを得ない事情により再び同様の事業を実施する場合 

３ 第１項の規定にかかわらず、他の助成等を受け、または受けることとなってい

る場合は、補助金の交付の対象としない。 

（補助金の交付を受けることができる者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、補助事業を行う社会福祉法人等

とする。 

（補助金の交付額） 

第４条 補助金の交付額は、補助事業ごとに次に掲げる額のうち少ない額に別表補

助率の欄に掲げる数値を乗じて得た額（その額に１，０００円未満の端数が生じ

た場合は、これを切り捨てる。）とする。 

⑴ 補助事業に要する費用の額から、その年度におけるその費用のための寄付金

その他の収入の額を控除した額 

⑵ 別表補助限度額の欄に掲げる額 

２ 補助金の交付額の総額は、予算に定める額を限度とする。 

（補助金の交付申請） 



第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、品川区児

童養護施設等の生活向上のための環境改善事業補助金交付申請書（第１号様式）

に区長が必要と認める書類を、別に定める期日までに、区長に提出しなければな

らない。 

（補助金の交付決定） 

第６条 区長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、補助

金の交付を決定したときは決定した内容およびこれに付けた条件を品川区児童養

護施設等の生活向上のための環境改善事業補助金交付決定通知書（第２号様式）

により、補助金の不交付を決定したときはその旨を書面により、申請者に対し、

通知するものとする。 

２ 区長は、前項の規定により補助金の交付を決定するときは、別に補助条件を付

するものとする。 

３ 区長は、補助金の交付が品川区暴力団排除条例（平成２４年品川区条例第３４

号）第２条第２号に規定する暴力団員もしくは同条第３号に規定する暴力団関係

者の組織としての活動を助長し、または暴力団もしくは暴力団関係者の組織とし

ての運営に資することとなるおそれがあるときは、補助金の交付を決定してはな

らない。 

（申請の取下げ） 

第７条 前条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業

者」という。）は、同条の規定による補助金の交付の決定（以下「交付決定」とい

う。）の内容またはこれに付された条件に異議があるときは、交付決定の通知を受

けた日から１４日以内に、その旨を記載した書面を区長に提出することにより、

申請を取り下げることができる。 

（実績報告等） 

第８条 補助事業者は，補助金の交付決定を受けた日の属する年度の３月末日まで

に事業を完了しなければならない。 

２ 申請者は、補助事業が完了したとき、補助事業が予定の期間内に完了しないと

き、補助金の交付決定に係る会計年度が終了したときまたは第１１条に定める補

助事業の廃止の承認を受けたときは、その事実のあったときから１０日以内に品

川区児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業補助金の事業実績報告書

（第３号様式）を区長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第９条 区長は、前条の規定による実績報告があった場合は、その内容が補助金の

交付決定の内容に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、品

川区児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業補助金額確定通知書（第４

号様式）により補助事業者に通知する。 

（補助金の請求および支払） 

第１０条 前条の規定により補助金額の確定を受けた補助事業者は、品川区児童養



護施設等の生活向上のための環境改善事業補助金交付請求書（第５号様式）に必

要な書類を添えて、区長に補助金の交付を請求するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に基づき補助事業者

に速やかに補助金を交付するものとする。 

（承認事項） 

第１１条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ品川

区児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業補助金の変更等承認申請書

（第６号様式）を区長に提出し、その承認を受けなければならない。 

⑴ 補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

⑵ 補助事業の内容を変更しようとするとき。 

⑶ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 区長は、前項の規定による提出を受けた場合は、その内容を審査し、必要に応

じ現地調査等を行い、承認の可否を補助事業者に通知する。 

３ 第６条の規定は、前項の規定による通知について準用する。 

（状況報告） 

第１２条 補助事業者は、事業計画に重大な影響を与える事情が生じたときは、そ

の状況を状況報告書（第７号様式）により区長に報告し、その指示を受けなけれ

ばならない。 

２ 区長は、必要が生じたときは、補助事業者に補助事業の進捗状況について報告

させることができる。 

（消費税仕入控除額の報告） 

第１３条 補助事業完了後に、補助事業者による消費税の申告により補助事業に係

る消費税仕入控除税額が確定した場合には、申請者は消費税および地方消費税に

係る仕入控除税額報告書（第８号様式）により区長に報告しなければならない 

２ 区長は、前項の規定による報告があった場合は、当該仕入控除税額の全部また

は一部を区に納付させることができる。 

（委任） 

第１４条 この要綱の施行について必要な事項は、子ども未来部長が別に定める。 

付 則 

 この要綱は、令和６年１０月１日から適用する。 

 

別表（第２、４条関係） 

事 業 名 対象施設 補助限度額 補助率 対象経費 



⑴ 入所児童等の生活環境

改善事業 

① 小規模なグループ

によるケアを実施す

るための施設の内部

改修、設備整備および

備品の購入（児童養護

施設および乳児院に

限る。） 

② 入所児童等の生活

向上を図るため、老朽

化した乳児または児

童用のベッド、乳児呼

吸用モニター、緊急地

震速報受信装置等児

童の安全の確保のた

めに必要な備品の購

入および更新、フロー

リング貼またはカー

ペット敷等の設備の

購入および更新なら

びに内部改修 

児 童 養 護

施設、母子

生 活 支 援

施設、乳児

院、児童自

立 生 活 援

助 事 業 所

（ 児 童 自

立 生 活 援

助 事 業 所

Ⅲ 型 除

く、）およ

び フ ァ ミ

リ ー ホ ー

ム 

１施設当た

り８，００

０千円 

10/10 

 

 

改 修 お よ

び 備 品 購

入 に か か

る経費 

里親 

 

１里親当た

り１，００

０千円 

⑵ ファミリーホーム等開

設支援事業 

 ファミリーホーム、児

童自立生活援助事業所

（児童自立生活援助事

業所Ⅲ型を除く）、地域

小規模児童養護施設、分

園型小規模グループケ

アまたは小規模分園型

（サテライト型）母子生

活支援施設を新設し、事

業を実施する場合に必

要な改修整備、設備整備

および備品の購入 

フ ァ ミ リ

ーホーム、

児 童 自 立

生 活 援 助

事業所（児

童 自 立 生

活 援 助 事

業 所 Ⅲ 型

を除く）、

地 域 小 規

模 児 童 養

護施設、分

園 型 小 規

模 グ ル ー

プ ケ ア ま

た は 小 規

１施設当た

り８，００

０千円 

※ ファミ

リーホー

ム、地域

小規模児

童養護施

設および

分園型小

規模グル

ープケア

の開設に

当たり、

改修期間

中に賃貸

10/10 

 

 

改修費、設

備整備費、

備 品 購 入

費 お よ び

賃借料 



模 分 園 型

（ サ テ ラ

イト型）母

子 生 活 支

援施設 

料が発生

す る 場

合、当該

費用（１

０，００

０千円を

上限）を

加算 

⑶ 

 

耐震物件への移転支援

事業 

耐震性に問題のある

賃借物件において地域

小規模児童養護施設等

を設置している場合の

耐震物件への移転に伴

う費用に対して支援を

行う事業 

児 童 養 護

施設、母子

生 活 支 援

施設、乳児

院、児童自

立 生 活 援

助 事 業 所

（ 児 童 自

立 生 活 援

助 事 業 所

Ⅲ 型 を 除

く）および

フ ァ ミ リ

ーホーム 

１施設当た

り８，００

０「千円 

10/10 

 

 

耐 震 物 件

へ の 移 転

に か か る

経費 

里親 

 

１里親当た

り１，００

０千円 

備考 ⑴の①および⑵の事業については、補助金の申請を行う年度中またはその翌

年度に事業を実施した施設等の運営等を予定している場合にこの補助金の対象

とする。 



《別紙》 補助条件 

 

１ 事故報告等 

  補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合、または補助事業

の遂行が困難となった場合には、速やかに、その理由および遂行の見通し等を

書面により区長に報告し、その指示を受けなければならない。 

２ 財産処分の制限 

補助事業者は、補助事業により取得し、または効用を増加した不動産および

その従物、ならびに取得価格または効用の増加の価格が単価５０万円以上の機

械器具等については、「補助事業等により取得し、または効用の増加した財産

の処分制限期間」（平成２０年厚生労働省告示第３８４号）に定める期間を経

過するまで、区長の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用

し、譲渡し、交換し、貸し付け、または担保にしてはならない。 

３ 財産の管理義務 

補助事業者は、補助事業により取得し、または効用の増加した財産について

は、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理するとと

もに、その効率的な運用を図らなければならない。 

４ 財産処分による収入の納付 

区長は、補助事業者が財産を処分することにより収入があった場合には、そ

の収入の全部または一部を区に納付させることができる。 

５ 関係書類の整理保管 

補助事業者は、補助事業に係る収入および支出を明らかにした帳簿を備え、

当該収入および支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿および証拠書類

を事業完了後５年間保管しておかなければならない。 

６ 事情変更による決定の取消し等 

  区長は、この補助金の交付の決定後の事情の変更により特別に必要が生じ

たときは、この決定の全部または一部を取り消し、またはこの決定の内容もし

くはこれに付した条件を変更することがある。ただし、補助事業のうち、既に

経過した期間に係る部分については、この限りでない。 

７ 補助事業の遂行命令等 

⑴ 区長は、この要綱の規定による報告、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２２１条第２項の規定による調査等により、補助事業が補助金の交付

決定の内容またはこれに付した条件に従って執行されていないと認めると

きは、これらに従って補助事業を遂行すべきことを補助事業者に命ずること

がある。 

⑵ 区長は、補助事業が前号の命令に違反したときは、補助事業の一部停止を



命ずることができる。 

８ 是正のための措置 

⑴ 区長は、前項の調査の結果、補助事業の成果が補助金の交付決定の内容お

よびこれに付した条件に適合しないと認めるときは、これに適合させるため

の処置をとるべきことを補助事業者に命ずることがある。 

⑵ 前項の実績報告は、前号の命令により必要な処置をした場合においてもこ

れを行わなければならない。 

９ 決定の取消し 

⑴ 補助事業者が、次の各号のいずれかに該当したときは、区長は、補助金の

交付決定の全部または一部を取り消すことがある。 

ア 偽りその他の不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

イ 補助金を他の用途に使用したとき。 

ウ その他補助金の交付決定の内容またはこれに付した条件、その他法令も

しくはこの要綱の規定に基づく命令に違反したとき。 

⑵ 前号の規定は、第１０条により交付すべき補助金の額を確定した後におい

ても適用する。 

１０ 補助金の返還 

⑴ 補助事業者は、補助金の交付決定を取り消された場合において、当該取消

しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、区長の指示する

ところによりその額を返還しなければならない。 

⑵ 前号の規定は第９条の規定により交付すべき補助金の額を確定した場合

において、既にその額を超える補助金が交付されているときも同様とする。 

⑶ 区長は第１号の規定にかかわらず、前項の規定に基づく取消しをした場合

において、やむを得ない事情があると認めるときは、返還の期間を延長し、

または返還の命令の全部もしくは一部を取り消すことができる。 

１１ 違約加算金および延滞金 

⑴ 補助事業者は、第９項により補助金の交付決定の全部または一部を取り消

され、その返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金受領の日から納

付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけ

るその後の期間については、既納付額を控除した額）につき、年１０．９５

パーセントの割合で計算した違約加算金（１００円未満の場合を除く。）を

納付しなければならない。 

⑵ 補助事業者は、補助金の返還を命ぜられた場合において、これを納期日ま

でに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、

その未納付額につき、年１０．９５パーセントの割合で計算した違約加算金

（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 



⑶ 第１号および前号に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間につ

いても３６５日当たりの割合とする。 

１２ 他の補助金等の一時停止等 

区長は、補助事業者が補助金の返還を命ぜられたにもかかわらず、当該補

助金、違約加算金または延滞金の全部または一部を納付しない場合において、

他に同種の事務または事業について交付すべき補助金等があるときは、相当

の限度においてその交付を一時停止し、または当該補助金等と未納付額とを

相殺するものとする。 



第１号様式（第５条関係） 
 

 年  月  日  
 

品川区長 あて  
 

申請者 氏名 
    住所             
 

品川区児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業補助金交付申請書 
 

標記の補助金について、下記のとおり関係書類を添えて申請します。 
 

記 
 
１ 申請額      金              円 
 
２ 申請額内訳    別紙１「申請額調書」のとおり 
 
３ 事業計画     別紙２「申請内訳書」のとおり 
 
４ 添付書類     当該事業に関する歳入歳出予算書（見込書）抄本 
 

 
 
 
 
 
 
 
                          担当部署            
                          連絡先             
                          担当者             

 
 
 

 



第２号様式（第６条関係） 
第     号   
年  月  日   

 
         様 

品川区長       □印  
 

品川区児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業補助金交付決定通知書 
 

年  月  日付で申請のありました品川区児童養護施設等の生活向上のための環境改善

事業補助金について、交付することを決定したので、下記のとおり通知します。 
 

記 
 
１ 交付決定金額 

金       円 
 

２ 交付条件 
 ⑴ 補助金を交付申請の内容以外に使用しないこと。 

⑵ 事業終了後２０日以内に実績報告書を提出すること。 
⑶ その他品川区児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業補助金交付要綱および品川区補助

金等交付規則を遵守すること。 
⑷ 上記⑴から⑶までの条件のいずれかを履行しない場合は、交付した補助金の全部または一部の返

還を命ずることがあります。 
 

３ 申請の取下げ 
この交付決定の内容または交付条件に異議があるときは、この交付決定受領後１４日以内に、区長に

書面を提出することにより、申請を取り下げることができます。 



第３号様式（第８条関係） 
  

 年  月  日   
品川区長 あて 

 
申請者 氏名 

住所          
 

品川区児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業補助金の事業実績報告書 
 
 

年  月  日付第    号で交付決定を受けた児童養護施設等の生活向上のための環

境改善事業補助金に係る事業の実績について、児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業補

助金交付要綱第８条第２項の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて報告します。 
 

記 
 
１ 精算額       金           円 
 
２ 精算額調書    別紙１のとおり 
 
３ 実績報告書    別紙２のとおり 
 
４ 添付書類     当該事業に関する歳入歳出決算書（見込書）抄本 
 
 
 
 
 
 
                          担当部署            
                          連絡先             
                          担当者             
 
 



第４号様式（第９条関係） 
第     号   
年  月  日   

 
         様 

品川区長      □印    
 

品川区児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業補助金額確定通知書 
 

年  月  日付の実績報告書に基づき、品川区児童養護施設等の生活向上のための環境

改善事業補助金の交付額が確定したので、下記により通知します。 
 

記 
 
１ 補助金確定額 

金          円 
 
 



第５号様式（第１０条関係） 
年  月  日   

 
 品川区長 あて 
 

補助事業者名 
申 請 者 
所 在 地 
代 表 者 名 

 
品川区児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業補助金交付請求書 

 
児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業補助金として、次の金額を請求します。 

 
 
１ 請求金額 

金          円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



第６号様式（第１１条関係） 
 年  月  日   

 
品川区長 あて 

                    申請者 氏名 
      住所        

 
品川区児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業補助金変更等承認申請書 

 
    年  月  日付第    号により交付決定のあった品川区児童養護施設等の生活向

上のための環境改善事業について、下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、承認を申請します。 
 

記 
 
１ 変更申請額       金             円 
 
   （内容） 既 交 付 決 定 額   金               円 
        変更後交付申請額   金               円 
        増 減 額   金               円 
 
２ 変更所要額調書     別紙１ 
 
３ 変更の内容および理由 
 
 
 
 
 
 
                          担当部署            
                          連絡先             
                          担当者             
 



第７号様式（第１２条関係） 
 年  月  日   

 
品川区長 あて 

 
申請者 氏名 

住所  
 

状 況 報 告 書 
 

児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業補助金交付要綱第１２条第１項の規定に基づき、

下記のとおり報告いたします。 
 

記 
 

 

 
 



第８号様式（第１３条関係） 
 

 年  月  日   
 

品川区長 あて 
 

               申請者 氏名 
住所 

 
消費税および地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 
    年  月  日付第   号で交付決定を受けた児童養護施設等の生活向上のための環

境改善事業補助金に係る消費税および地方消費税に係る仕入控除税額について、児童養護施設等の生

活向上のための環境改善事業補助金交付要綱第１３条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告しま

す。 
 

記 
 
１ 施設の種類および名称 
２ 確定額または事業実績報告による精算額 

金          円 
３ 消費税および地方消費税の申告により確定した消費税および地方消費税に係る仕入控除税額（要区

費補助金等返還相当額） 
金          円 

４ 添付書類 
３の消費税および地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳等 

 


